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なものなり、これに伴って、企業と労働者の関係や仕事の性質も大きく変化してきている




































                                                   
1 雇用不安は、「脅かされる雇用状況の中で、望んでいる継続が維持されることに対する不安や認識され
る無力感」(Klehe et al., 2011 ; Gilboa et al., 2008 ; Sverke& Hellgren, 2002)や「将来、その仕事が存在
するかどうかについての全体的な懸念」(Greenhalgh & Rosenblatt, 1984)と理解されている。 
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響するとされる（Sverke & Hellgren, 2002）。また、組織に対しても、モラールの低下、
経営に対する不信感の増大、その結果としての離職傾向の上昇等組織の生産性・効率性に


































                                                   
2 これからの就職活動のための外部情報の探索、これまでの仕事や興味の棚卸しといった自己の掘り下
げ、それらの結果のマッチングを指す。 



































































































からなると考えられており（日本経営者団体連盟, 1999 ; 諏訪, 2002）、本研究でもその両









調査時期： 2010 年 2 月 12 日（金）～同年 2 月 13 日（土）。 
調査方法： 本調査は、筆者が参加した法政大学大学院政策創造研究科「地域雇用に関する
アンケート調査」として、株式会社マクロミルに委託し、インターネットを通
じた WEB 調査により実施した。  
調査対象者： 株式会社マクロミルに登録する「20 歳から 79 歳までの男女モニター」から、
正社員をランダムに抽出し、調査を行った。その累積配信数は 5,214 件、う
ち有効回答者数 2,266 名、有効回答率は 43.5%であった。 
有効回答者の内訳は、男性 1,727 名、女性 539 名であった。年齢別では、
20 歳代 359 名、30 歳代 915 名、40 歳代 708 名、50 歳代 259 名、60 歳
以上 25 名であり、平均年齢は 38.9 歳（SD=8.74）であった。勤務先会社の
規模は、29 人以下が 448 名、30 人以上 99 人以下が 385 名、100 人以上
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299 人以下が 338 名、300 人以上 999 人以下が 359 名、1,000 人以上 2,999
人以下が 241 名、3,000 人以上 4,999 人以下が 110 名、5,000 人以上が 385
名であった。職種は経営・管理職が 193 名、専門職が 186 名、技術職が 649
名、営業職が 306 名、事務職が 580 名、販売・窓口職 74 名、保安・サービ

















（1982）による「Locus of Controls 尺度」を、個人志向－組織志向の視点から伊藤（1993）
による「個人志向性・社会志向性 P 尺度」を、自律性の視点から坂柳（1999）による「成
人キャリア成熟尺度 人生キャリア自律性尺度」をそれぞれ参考にし項目を作成した。作




験尺度」の目標志向性尺度・希望尺度（白井,1994 ; 白井 1997）及び「成人キャリア成熟
尺度 人生キャリア計画性尺度」（坂柳,1999）の項目を参考にした。不透明さの観点から、
加藤（2004）のキャリア・ミストの概念を基に独自にワーディングして項目を作成した。
作成した 10 項目に対して、「1.そう思わない」～「5.そう思う」の 5 件法で回答を求めた。 
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(4) 仕事の実力 
自らの仕事の実力の評価として、会社内、業界内、業界外の各 1 項目に対して「A と B







次の項目に対して仕事の実力の場合と同じ教示を示し 5 件法で回答を求めた。 
自己啓発：「Ａ.この 1 年間、自己啓発といえるようなことは特に行っていない」、「B. こ
の1年間に自己啓発にあてた1ヶ月の平均時間は、概ね20時間以上である」。
なお、「Aに近い」では、「月 5 時間」、「どちらでもない」では「月 10 時間」、
「Bに近い」では「月 15 時間」をそれぞれ目安にするよう付記している8。 
蓄え：「A.いざというときのための蓄え（貯金等）は全くない」、「B. 収入がなくなって















よる因子分析を実施した9。最小の固有値を 1 とし、その解釈可能性から、5 因子構造が妥
当であると考えられた。そこで、再度 5 因子構造を仮定して最尤法・Promax回転による
因子分析を行った結果、因子パタンが.40 未満の 2 項目を除外し、残りの 23 項目に対して
最尤法・Promax回転による因子分析を行った（固有値は第 1 因子から順に 7.57, 3.16, 2.33, 
1.75, 1.27; 回転前の 5 因子で全 23 項目の全分散を説明する割合は 61.23%）。適合度をみ
                                                   
8 平成 20 年度能力開発基本調査結果（厚生労働省, 2009）によると、2007 年度に自己啓発を行った正
社員の平均延べ受講時間は 70.3 時間であるが、200 時間以上の者も 7.7%おり、自己啓発の時間に大きな
幅があることに配慮した。 
9 本研究における因子分析は SPSS(12J)を用いて行い、適合度指標については、同プログラムにより算
出されるχ2 値等から RMSEA=√ MAX ((χ2 –df ) / df・（N－1 )), 0）を計算した。 
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ると、χ2＝937.154（df =148）から算出したRMSEAは.049 であり、満足できる水準と考
えられる。 





などの 7 項目から構成されていることから「リストラ切迫度」、第 3 因子は「自分はリス
トラの対象にならない自信がある」、「自分は、この先もリストラの対象となることはない」












                                                   
10 因子分析の結果、因子パタンが 1 をわずかに超えるものがあり、不適解の可能性も考慮し、k=4（SPSS
既定値）を k=3（SAS 既定値）にして、再度、因子分析を行った。その結果、因子構造はそのままで因
子パタンはすべて 1 未満となったため、これを表 1 に掲載した。 
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表 1 リストラ関連項目の因子パタンと因子間相関 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
近い将来、リストラの指名を受けたらと不安でしかたがない .99 -.03 .04 -.07 -.07
リストラの指名を受けることがとても心配である .97 -.02 .02 -.06 -.07
「リストラされたら」とくよくよ考えてしまう .93 .00 .02 -.07 -.05
今後、リストラの対象にならないか、気が気ではない .76 .02 -.10 .03 .02
リストラの対象となったら、給料を半分にしてでも会社に残
れるよう頼むしかない
.63 .02 .22 .08 -.07
正社員を対象とするリストラが行われようとしている（また
はすでに行われている）
.09 .88 .06 -.07 .01
会社は、正社員のリストラも行わざるを得ない状況にある .02 .85 .02 .00 -.01
会社は、近い将来、社員に希望退職募集や早期退職勧奨を行
う可能性が高い（または、すでに行っている）
-.01 .83 .00 .05 .00
会社は正社員数を減らしてきている -.04 .77 .08 .05 -.06
会社は、過去にもリストラを行ったことがある -.03 .71 .07 .01 -.01
近い将来、自分の属する部門や仕事はリストラの対象となる
可能性がとても高い
.22 .55 -.14 .01 .12
当分の間、会社が社員の雇用調整を行う可能性はほとんどな
い
.15 -.53 .27 .13 .13
自分はリストラの対象にならない自信がある .01 .07 .85 .02 .09
自分は、この先もリストラの対象となることはない .09 -.03 .79 .06 .10
会社でリストラが行われたとしても、自分の雇用には直接関
係ない
.10 .02 .76 .09 .12
自分もいつかは、リストラの対象になると予想している .24 .09 -.54 .19 .28
自分は、近い将来、会社から戦力外通告される可能性がある .34 .13 -.40 .08 .22
リストラにあったら、その後、望むような再就職先はとても
見つけられない
.00 .00 .06 .85 -.11
リストラされれば、自分の給与がいまより大きく下がること
は避けられない
-.13 -.02 .02 .82 .05
リストラにあったら、現在以上の仕事につくことはとてもで
きない
.28 .00 .05 .57 -.13
リストラの対象となったとしても自分は困らない -.01 -.09 .24 -.13 .65
たとえリストラにあっても対応していく自信がある -.12 .05 .27 -.09 .56
好条件の希望退職募集があれば、自ら希望して退職する -.08 -.01 -.06 .03 .56
因子間相関           　　  Ⅰ － .44 -.42 .43 .02
Ⅱ － -.36 .26 .31
Ⅲ － -.34 .02
Ⅳ － -.18
Ⅴ －
Ⅴ　リストラ克服見込度（α=.67,  M=2.97, SD=0.81）
 項目
因子
Ⅰ リストラ不安度（α=.92 M=2.27, SD=0.94）
Ⅱ　リストラ切迫度（α=.89, M=2.89, SD=1.01）
Ⅲ　非リストラ確信度（α=.83, M=3.09, SD=0.85）
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(2) 職業生活姿勢尺度 
職業生活姿勢尺度を作成するため、関係 14 項目の回答結果に対して、最尤法による因
子分析を実施した。最小の固有値を 1 とし、その解釈可能性11から 3 因子構造が妥当であ
ると考えられた（固有値は第 1 因子から順に 3.53, 2.42, 1.74 ; 回転前の 2 因子で全 14 項
目の全分散を説明する割合は 61.23%）。Promax回転を行ったところ、各項目は 3 因子の
いずれか 1 つの因子に対して.40 以上の因子パタンを示した。因子間相関は、第 1 因子と






















最尤法による因子分析を実施した。最小の固有値を 1 とし、その解釈可能性から 2 因子構
造が妥当であると考えられた。そこで、再度 2 因子構造を仮定して最尤法・Promax回転
による因子分析を行った結果、因子パタンが.40 未満の 2 項目を除外し、残りの 8 項目に
対して最尤法・Promax回転による因子分析を行った（固有値は第 1 因子 3.39, 第 2 因子
2.03 ; 回転前の 2因子で全 23項目の全分散を説明する割合は 61.23%）。Promax 回転後、
各項目は、2 因子のいずれか 1 つの因子に対して.40 以上の因子パタンを示した。第 1 因
子と第 2 因子の因子間相関は、-.27 であった。適合度をみると、χ2＝165.004（df=13）
から算出したRMSEAは、.072 であり、概ね満足できる水準と考えられる。 
第 1 因子は、「今後どんな職業生活を送っていきたいのか自分なりの目標を持っている」、
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「自分が望む生き方をするために具体的な計画を立てている」など今後の職業生活に向け
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たところ、いずれのパス係数も有意ではなく（どちらも p＝.32, n.s.）、かつ、図 2 のモデ
ルに比べて、AIC が高くなること（28.971<30.000）から、リストラ不安度とリストラ克
服見込度の間に因果関係のない図 2 のモデルをより適切なものと判断した。 
 







1 リストラ切迫度 2.89 3.00 1.01 .39 *** -.43 *** .20 *** .13 ***
2 リストラ不安度 2.27 1.00 0.94 -.44 *** .40 *** -.12 ***
3 非リストラ確信度 3.09 3.00 0.85 -.26 *** .17 ***
4 リストラ後悲観度 3.14 3.00 0.97 -.31 ***
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パス解析結果から、リストラ切迫度が高まることによって、リストラ不安度、リストラ





















散分析を行った結果、いずれも有意 （リストラ克服見込度：F（4, 2261）=1279.20, 
p<.001 ; リストラ不安度：F（4, 2261）=2109.80, p<.001）であったことから、5 クラ
スター解を採択した。5 クラスターによるクラスター分析の結果を表 3 に示す。 
クラスター1 は、リストラ克服見込度もリストラ不安度も高い「高克服･高不安型」とし、
以下、同様にクラスター2 は「高克服・低不安型」、クラスター3 は「中克服・中不安型」、
クラスター4 は「低克服・高不安型」、クラスター5 は「低克服・低不安型」とした。 
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表 3 リストラ不安度とリストラ克服見込度による各クラスターの中心と割合 
クラスター１ クラスター２ クラスター３ クラスター４ クラスター５
高克服・高不安 高克服・低不安 中克服・中不安 低克服・高不安 低克服・低不安
　リストラ克服見込度 1.18 1.08 0.04 -1.18 -0.92
　リストラ不安度 1.62 -1.04 0.58 1.17 -0.73
（N） (126) (535) (841) (223) (541)







変化していくかをみるために、リストラ切迫度の z 得点が、-0.5 未満をリストラ切迫度「低
群」、-0.5≦z 得点≦0.5 の範囲を同「中群」、0.5 超を同「高群」として、リストラ切迫度
群別に各クラスターに属する頻数の構成比（％）を図 3 にまとめた。 
 




リストラ切迫度が低い段階では、2 つの低不安群型によって、全体の約 8 割を占め、そ
れに中克服・中不安型を加えた 3 つの類型がほとんど全体を占めている。 
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リストラ切迫度中群では、低群に比べ、低克服・低不安型、高克服・低不安型ともにそ
の割合が大きく低下（2 類型を合計した割合は、48.4%ポイント減）し、代わりに中克服・


















映する形となっており、中克服・中不安型（克服見込度 0.10, 不安度 0.55）を真ん中に、高
克服・低不安型（克服見込度 1.26, 不安度-0.99）と低克服・高不安型（克服見込度-1.18,不
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（Greenholgh & Rosenblatt, 1984 ; Sverke & Hellgren, 2002）、残った者はより少ない
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